
　私が、大学の仕事に就いたのは30代半ば
のこと。それから四半世紀が過ぎ、この間、
何度も「研究テーマは何ですか」との質問を
受けた。それに対して「差別する人の研究で
す」と答えると、たいていの相手は驚いて、
一歩後ろに引いてしまう。自分が、差別する
人／される人のどちらかに分類されるのでは
と、不安に感じたのだと思う。
　では、なぜ「差別する人」の研究なのかと
いえば、差別は「する人（側）」の問題で、差
別をなくそうとするなら、「する人（側）」を
問題にしなければならないからである。そし
て、これは私見ではなく、国際基準である。
　日本も締約国となっている３つの国際人
権条約（人種差別撤廃条約、女性差別撤廃条
約、障害者権利条約）には差別の定義がある
が、それらを要約すると差別とは「人の属
性・特性を理由に、区別・排除し、人権の
享受・行使を妨害すること」となる。人を区
別・排除し、権利の行使を妨害するのは、言
うまでもなく差別「する人（側）」である。だ
から、差別は「する人（側）」の問題であり、
差別を禁止する法や条例を作ろうとすれば、
それは、差別する人の行為を規制する法（行

為規制法）となる。差別禁止法は、差別「す
る人（側）」を知らずしてはできないのだ。

「人」よりも「土地」に対して強く現れる忌避
意識
　ところで、各地の自治体が市民を対象に実
施してきた「人権意識調査」も、このような
視点から見ると、差別「する人（側）」（もち
ろん「しない人」もだが）の考え方を知るツ
ールとなる。そして近年の調査には、見過ご
すことのできない「ある変化」が現れるよう
になった。それは、結婚において部落出身
者（人）を忌避するよりも、住宅の選択にお
いて、部落の「土地」を忌避する意識のほう
が、より強く立ち現れることである。
　例えば堺市人権意識調査（ 2020）は、こ
のことについて現状を示すとともに、要因に
迫ることのできる設問を設けている。まず、

「結婚」に関しては、「あなたのお子さんが（い
ると仮定して）恋愛をし、結婚したいと言っ
ている相手が同和地区出身者であった場合、
親としてどのような態度をとるか」をたず
ね、住宅の選択に関しては、「住宅を選ぶ際
に、同和地区、もしくは同和地区と同じ小中
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学校区にある物件を避けるかどうか」をきい
ている。すると、「結婚」については「賛成」
が４割弱，「反対」が２割弱となるのに対し、
部落の土地については「避ける」が３割台半
ば、「こだわらない」が２割強となり、「人」
と「土地」では、「忌避する割合」と「しない
割合」は逆転していた（図１，図２）。

　堺市調査では、同和地区にある物件を「避
ける」と答えた者に対して、さらにその理由
をきいている。すると図３のとおり「こわい
イメージがあるから」（＝偏見）、「周りから
避けたほうがいいと言われるから」（＝世間
同調）がそれぞれ３割前後あり、「自分も部
落出身者と見なされるから」（＝「みなし差
別」の回避）が15.4％となった。

　なお、「その他」を選んだ者には、具体的
理由の記入を求めていたが、2020年調査で
は記入が極めて少なかった（新型コロナウイ
ルス感染症への対応として、緊急事態宣言が

初めて発出された年となり、引っ越しという
場面設定に現実味を感じられなかったのかも
しれない）。そこで、2015年調査（同じ設問
があった）を参照すると、理由としてまとま
っていたのは「不動産としての資産価値」に
関わる記述だった（「売却に影響」「資産とし
ての評価が低い」「地価・採算が低い」など）。
　この結果は、部落の「土地」に対する忌避
意識が、なぜ「人」に対するものより強く現
れるのかを説明してくれる。それは、部落に
対する「偏見」や「世間同調意識」だけでなく

（この２つは、部落出身者[＝人]に対しても、
発動される）、部落の「土地」に対しては、

「そこに住むことで、部落出身者と見なされ
たくない」とか、「経済的不利益を避けたい」
という心理が、上乗せされるからである。

「部落出身者と見なされたくない」ことは、
差別ではないのか？
　「部落出身者でない者が、部落に住むこと
によって受ける差別」は、「見なし差別」もし
くは「関連差別」にあたる。「見なし差別」と
は、文字通り「みなされて」受ける差別であ
り、「関連差別」（関係者差別とも訳される）
とは、被差別当事者の「関係者となることに
よって」受ける差別を指す。例えば、部落出
身者と結婚したり、部落に暮らしてコミュニ
ティの一員となることなどが想定できる。
　「見なし差別」「関連差別」は、国連人権高
等弁務官事務所が作成した「包括的反差別法制
定のための実践ガイド」——各国が国際基準
に適合した差別禁止法を策定できるよう、示
されたガイドである——にも、禁止すべき差
別の形態として、示されている（日本語版は、
反差別国際運動[IMADR]が翻訳・公開１））。差
別は「する人（側）」の問題であり、恣意であ
るから、差別される人（側）が、差別の対象
とされる特定の属性・特性を真に有している
かどうかに関わりなく、被害は救済されるの
である。
　このように、国際基準では「見なし差別」
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図１ 堺市(2020)―子どもの結婚相手が同和地区の人の場合
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図２ 堺市(2020)―住宅を選ぶ際, 同和地区･同じ校区を避けるか

同和地区や同じ小中学校区にある物件は避けると思う
同和地区である物件は避けるが、同じ小中学校区にある物件は避けないと思う
いずれにあってもこだわらないと思う
わからない
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図3 堺市(2020)―住宅の選択で同和地区を避ける理由

(n=396)
住宅の選択において同和地区を「避ける」と回答した場合のみ回答



も「関連差別」も差別である。だが、大学の
授業や人権研修の場では、しばしば「部落出
身者だとみなされたくないから、部落の土地
に住むことを避けるのは、差別とはいえない」
という意見が出る。私は「見なされたくない」
＝「その人（部落出身者）にはなりたくない」
というのは差別に他ならないと思うのだが、

「見なされたくないのは、『自分は部落出身者
ではない』からであって、ちがうものはちが
うと言って何が悪いのか」というような、開
き直り（？）にも時に直面する。

土地（地名）が部落出身者の判定に利用され
ることの論理
　ところで、「部落に住めば、部落出身者と
見なされるかもしれない」と考え、部落の土
地を忌避するのは、部落差別が属地的性質を
持つからである。そもそも、部落差別とは近
世封建時代の身分制度に由来し、身分とは親
から子へと系譜的に引き継がれるものであっ
たのに、なぜ土地が問題になるのであろうか。
　これには、歴史的な説明が必要である。日
本が近代となり、身分制度が廃止されると、
都市化や工業化の進展と共に、人の移動が活
発になり、目の前の「誰か」が、どのような
ルーツを持つ者なのかは、もはや外部からは
わからなくなっていった。そこに身元調査
の「ニーズ」が生まれることとなるのだが、
当初、身元調査に利用されたのは戸籍であっ
た。明治政府が1872年に初めて編纂した全
国戸籍（壬申戸籍）には、旧身分が判別可能
な形で記載されたものが少なからずあったの
で、それを閲覧してその記載の有無を調べた
り、寺社の所属や職業などの記載を見たり、
あるいはそこに記された地名が部落とみなさ
れる場所かどうかを情報と突き合わせて部落
出身者かどうかを判定した。手数料を納めれ
ば、誰でも他人の戸籍を閲覧し、謄本・抄本
の交付を請求できたからである。
　戸籍を悪用した身元調査が社会問題化し、
戸籍の閲覧制度がようやく廃止されたのは、

戦後のことである。まず、壬申戸籍の閲覧が
1968年に禁止され、戸籍の閲覧制度じたい
も1976年に廃止された。そして、他人の戸
籍を自由に閲覧することが一般人にはできな
くなると、部落出身者かどうかの判定は、部
落の地名に強く依存することとなった。具体
的には、本人やその親、祖父母など親族の住
所・本籍地・出生地を部落の地名と照合し、
重なれば、その人は部落出身者だと判定する
のである。
　こうした判定もまた、歴史に依拠してい
る。近世封建時代には、身分によって仕事・
社会的役割が定められ、居住地も区別されて
いた。被差別身分に置かれていた人びとも、
警備、行刑、斃牛馬の処理などの公務を行い
ながら、多くの場合、集落（「かわた村」「え
た村」などと呼称された）を形成していた。
そして、このような身分に基づく区分と統制
は、時代が下るにつれて厳しくなり、差別は
被差別身分に置かれた「人」に向けられると
同時に、その人びとが暮らしていたコミュニ
ティ（集落）に対しても一体的に向けられた。
そして、これらの集落は、現代の部落と一定
重なる。そこで、「ある人」が部落出身（被
差別身分に系譜的つながりを持つ）かどうか
は、「その人と部落の土地との関り」によっ
て判定できる、と考えられるようになったの
である。
　但し、このような判定には、「部落がどこ
にあるのか」の情報が必要である。戸籍の閲
覧制度の廃止（ 1976）と前後して、「部落地
名総鑑」事件（ 1975）——興信所等が、部
落の所在地リストをアンダーグラウンドで販
売していたことが発覚した——が起きたこと
は、決して無関係ではない。
　さらに、身元調査が部落の地名に依拠する
ようになると、「部落の土地に住めば、自分
も部落出身者だとみなされるかもしれない」
と考え、みなし差別を避けようとする心理が
強まることとなる。それが前述の堺市調査の
結果につながるのである。
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　それにしても、「見なされたくないから、
部落の土地を避ける」というのは非常に奇妙
な態度である。というのも、戸籍の閲覧制度
の廃止によって、系譜的な身元調査が難しく
なり、部落出身者かどうかを属地的に（部落
の地名との関りによって）判定しようとした
のは、身元調査をする側、すなわち「差別す
る側」である。それなのに、「部落に住めば、
部落出身者とみなされるから、部落の土地を
避ける」などというのは、自分が勝手に編み
出した身元調査の手法によって、自分自身の
行動を縛っていることになる。こんな自縄自
縛の行為を止めるかどうかは、差別「する人

（側）」しだいである。

教育が「効かない」？
　ところで、「人」（部落出身者）に対する忌
避意識の低減には、学校教育との連関が見ら
れるのに対し、部落の「土地」に対する意識
には、それが見られない。
　学校で人権教育を受けた経験が「ある」者
は、「ない」者に比べて、結婚において部落出
身者を忌避する意識は弱いが、住宅の選択に
おいて部落の土地を忌避する意識には、人権
教育との関係が確認できないのだ。紙幅の都
合もあり図表は省くが、京都府をはじめ２）、
他の自治体の調査でも確認できる３）。学校
の人権教育は、「人に対してひどいことを言
ったり、やったりしてはいけません」といっ
た、対人的態度を教えるが、土地に関わる問
題は、そのようなアプローチだけでは対応で
きない。部落の土地を忌避することは、直接

に「人に対して、ひどいことを言ったり、や
ったりしているわけではない」ので、「差別
ではない」と学習者は思ってしまっているか
もしれない。
　　　　　　  ＊　　＊　　＊
　ここに部落差別における「土地」の問題を
書いたのは、まさに、差別とは個人の言葉や
態度だけの問題ではない、ということを伝え
たかったからである。部落の地名が差別の手
がかりに使われること、それが土地への忌避
を強化していること、差別が不動産市場に組
み込まれる結果を生んでいることなどは、現
代の部落差別を理解する上で非常に重要であ
る。そして、部落差別にこのような変化をも
たらしたのは、差別「する人（側）」だという
ことも強調したい。いま、インターネット上
には部落の所在地情報を一方的に摘示する投
稿や動画があふれているが、そのことがなぜ
問題かを理解し、それに抗するために、必要
な第一歩であると思う。

１）反差別国際運動「包括的反差別法制定の
ための実践ガイド」日本語版（2024.03.4）
https://imadr.net/guide_antidiscrimination_
japanese/
２）「京都府人権教育・啓発推進計画に関す
る府民調査報告書（本編）全体版」（令和４， 
2024年度実施）
３）例えば、大分県「人権に関する県民意識
調査」（令和５，2023年度）、姫路市「人権に
ついての姫路市民意識調査」（令和３，2021
年度）。
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